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収用制度活用プランの改訂にあたって 

 
 土地収用法は、平成１３年の大改正により事業認定手続をより慎重な手続

とするとともに、収用裁決手続については権利者の保護を図りつつ合理化を

図った。これにより、土地収用制度が公共事業の円滑で効率的実施に貢献す

ることが期待され、その動きも踏まえ東京都収用委員会事務局においては、

平成１６年１１月、収用制度活用プラン－時代に即した制度活用に向けて－

を策定し、庁内はもとより区市町村をはじめとする起業者等への制度周知や、

起業者・権利者の相談対応等に努めてきた。 
前プランの策定から６年が経過し、現在、道路事業等で収用に係る事件は、

毎年１００件を越える高い水準で推移してきており、また区市町村等、都や

国以外の起業者からの申請の割合も増加してきている。また、大規模案件で

あった圏央道事件については、収束した。しかし、東京都が平成１８年１２

月に策定した都市ビジョンとしての「１０年後の東京～東京が変わる～」の

中では、三環状道路及び区部環状道路や多摩南北道路の整備促進が謳われ、

東京のまちづくりを進める上で、計画的かつ効率的に用地取得を進めるため

には、収用制度の適切な活用が一層必要である。そのため、前回のプランの

成果や効果も検証し、収用制度の現状や課題を明らかにし、収用制度の周知

とその活用を図るため、プランを改訂する。 
東京都収用委員会がその役割を適切に発揮できるよう、このプランを活用

し、着実に東京のまちづくりに貢献していく。 
 
 
  平成２３年３月 

 

                 東京都収用委員会事務局長 藤井 芳弘 
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土地収用制度の活用を図るためには、土地収用制度がそもそも何の目的

で作られ、どのような変遷をたどってきたものかについて、起業者・権利

者等に正しく理解してもらう必要がある。 

第１章では、制度の理解のために、土地収用制度の意義と沿革について

明らかにするとともに、国や自治体における制度活用の考え方を示す。 

第 1 章 

 土地収用制度とは 
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１ 土地収用制度の意義 

（１）土地収用制度とは 

   日本国憲法においては、２９条１項において「財産権は、これを侵して

はならない。」と財産権の保障を定めている。しかしながら、社会が円滑に

活動していくためには、道路や鉄道などインフラの整備が必要であり、そ

れら公益事業を実施するうえで必要となる土地を円滑に取得できない場合、

事業実施が困難となり、場合によっては事業計画の遅延、変更など、社会

にとって著しい支障を生じることとなる。 

そのため、憲法は財産権を保障するとともに、同条第３項において、私

有財産は「正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。」

と定めている。 

   土地収用制度は、この憲法の規定を根拠に、公共の利益の増進と私有財

産との調整を図るために設けられたものである。そのための基本法として

土地収用法があり、そこでは、国土の適正かつ合理的な利用に寄与するこ

とを目的として、事業認定や損失補償の要件や手続などについて定めてい

る。 

   土地収用法による土地収用制度の特色として、被収用者の意思を無視し

て強制的に財産権を取得し又は消滅させることができるゆえに、「特定の公

益事業に必要である」ことを求め、被収用者等が被る損失は、特別な犠牲

として損失を完全に補填するに足る補償を必要とする。また、土地収用の

手続は相当慎重なものとして構成されている。 

第 1 土地収用制度の意義と沿革 
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（２）「収用」という言葉のイメージ 

   一般に「収用」というと「強制収用」というイメージが持たれがちだが、

権利者にとっては土地の収用に際し、適正な補償を獲得する手段となりう

る制度である。 

また、起業者の用地買収の担当者によっては、収用制度を使うことをよ

しとしない人もいるようであるが、計画的な事業遂行のためには、任意交

渉の困難な案件について収用制度を活用することは時に必要なことであり、

例えば、土地所有者不明、相続人の行方不明など、土地所有者と話合いが

できないことにより取得が困難となるケースなどについては、土地収用制

度を活用することで、解決を図ることが可能となる。 

そのため、権利者にとっても、起業者にとっても、まず収用制度に対し

て正しい知識をもつことが重要である。 

 

２ 土地収用法改正の沿革 

（１）平成１３年改正までの経緯 

   わが国の土地収用に関する法制度は、土

地所有権の確立を踏まえ、明治５年９月に

地券渡方規則２０条で土地の強制収用と補

償について定められたことが起源である。

その後、明治８年の公用土地買上規則の制

定を経て、明治２２年に土地収用法が公布

された。 

    しかし戦後、日本国憲法の制定により、明治以来続いてきた土地収用

制度を改める必要が生じ、それに対応するため昭和２６年に現行の土地

収用法が制定された。その主な特色は、収用適格事業を詳細に規定した

ほか、それまでの収用審査会を独立性が保障された収用委員会に改めた

点などである。 
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    その後、社会経済状況の変化など時代に対応して適宜に法改正が行わ

れてきた。主な改正状況は次のとおりである。 

 

① 昭和２８年改正 

    ○ あっせん制度を新設 

      これまでは裁決等が中心であったが、紛争の事件処理を迅速化す

るため、この年に新たな制度として設けられた。 

      あっせんは、収用と異なり、事業認定の前に紛争を解決する手段

のひとつで、知事が任命する５名のあっせん委員が当事者間の調整

を行い、合意を促すものである。 

 

② 昭和３９年改正 

    ○ 指名委員制度の新設 

      これまで、全委員で審理等を行ってきたが、事件処理の迅速化等 

を図るため、この改正で指名委員制度が導入された。 

      指名委員制度は、審理又は調査に関する事務（裁決及び決定を除

く）の一部を原則として一人の収用委員に委任する制度である。そ

の目的は、①事件処理期間の短縮、②委員会運営の効率化、③事件

への機動的かつ柔軟な対応等である。 

    

 ○ 不明裁決制度の新設 

      不明裁決は、土地所有者又は関係人が不明であったり、権利の内

容が確定できない場合などは、これらを不明として裁決するもので

あり、この場合、補償金は供託される。 

 

③ 昭和４２年改正   

○ 背景 
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昭和３０年代以後、わが国経済の急激な成長と人口の都市集中等

により地価が急騰したが、これは深刻な社会経済問題をもたらした。

こうした状況を背景に、昭和４０年の経済閣僚懇談会や地価対策閣

僚協議会における地価対策についての決定を受け、地価高騰による

混乱を避けるため昭和４２年に土地価格対策の一環として土地収

用法が改正された。 

 

    ○ 主な改正内容 

     ・ 土地価格固定制度の導入 

       土地に対する補償金額の算定時点を、それまでの裁決時から事

業認定告示の時にさかのぼらせた。また、このことに伴う不利益

から権利者を保護するため、土地所有者等は補償金の前払請求を

することができるものとした。そのほか、収用又は使用の裁決を

土地の所有権等の取得に係わる権利取得裁決と建物等を移転さ

せることなど土地の明渡に係わる明渡裁決とに二分した。 

・ その他の改正 

関係人の範囲が拡大し、仮登記上の権利者や既登記の買戻権者

等が関係人に含まれた。その他、法定協議や調停制度が、形骸化

していたことなどを理由に廃止された。 

 

（２）土地収用法の平成１３年の大改正 

① 改正の背景 

     地価の高騰がバブルの崩壊とともに沈静化するなかで、公共事業に

対する住民意識の変化が見られるようになり、その費用対効果や環境

との調和に対する関心が高くなってきた。特に公共事業を取り巻く課

題として、住民の理解の促進、円滑かつ効率的な実施の確保、循環型

社会の形成の推進があげられ、これらに対応するものとして平成
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１３年に、前回の改正（昭和４２年改正）から３４年ぶりに土地収用

法が大改正された。 

 

② 改正の目的と趣旨 

     社会経済情勢の変化を踏まえ、公聴会や起業者による住民への事前

説明の義務化などにより事業認定手続の公正さや透明性の向上を図

るとともに、収用裁決手続の合理的かつ円滑な遂行を確保することで、

２１世紀の公共事業を進めるにふさわしい土地収用制度の新しい

ルールの確立を目指したものである。 

 

③ 改正の概要 

   ○ 事業認定庁と収用委員会の役割分担の明確化 

      法改正により、全体として事業の

公益性の認定を行う事業認定庁と補

償金額の確定を行う収用委員会との

役割分担が明確にされた。 

 

 ○ 事業認定庁の役割 

事業認定庁は、公共の利益や事業の公共性、必要性を認定するも

のである。事業の認定に際しては、情報公開と住民参加を保障し、

事業の透明性・公益性を確保する観点から、公聴会の義務付けや第

三者機関からの意見聴取及び事業認定の理由の公表が義務付けら

れた。 

      また、起業者にも、事業認定前の事前説明会の義務付け、収用委

員会裁決後の補償金支払方法の合理化が盛り込まれた。 

    

 ○ 収用委員会の役割 
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収用委員会は、事業認定がなされた後、補償について第三者機関

として公正な判断のもと、迅速な解決を図ることが役割とされてい

る。 

改正法では、審理において補償の内容を中心に審理を進めるもの

とされ、そのための当事者からの主張内容の制限と代表当事者制度

の創設が主な改正点となっている。具体的には、以下のとおりであ

る。 

 

    ○ 事業認定に対する不服等に関する主張制限 

      事業の認定に対する不服に関する事項等、収用委員会の審理と関

係がない事項は意見書に記載できない。また、収用委員会の審理に

おいて、収用委員会の審理と関係がない事項を意見書に記載し、又

は口頭で意見を述べることができないとされた。（「コラム１」参照） 

 

○ 代表当事者制度の創設 

      共同の利益を有する多数の土地所有者又は関係人は、その中から、

全員のために収用委員会の審理における当事者となる３人以内の

代表当事者を選定できるとされた。 

      また、収用委員会は、共同の利益を有する者が著しく多数の場合

において、審理の円滑な進行のため必要があると認めるときは、代

表当事者を選定すべき旨の勧告ができるものとされた。 

 

④ 生活再建措置 

     公共事業に必要な土地などを提供すること

によって生活の礎を失うこととなる権利者に

対しては、移転後の居住や事業活動がなるべ

く支障なく継続できるように、また、生活の
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激変になるべく早期に対応できるように措置することが求められて

いる。 

     このため、この改正では、起業者が生活再建のための措置のあっせ

んを行うことで、権利者の生活再建のために努力することが義務付け

られた。 

 

 

 

～事業認定の違法についての収用委員会の判断～ 

 

本文の記載のとおり、平成１３年の法改正により、土地所有者等

の権利者は、収用委員会の審理と関係がない事項について、意見書

に記載したり口頭で意見を述べることができない旨、明確化された。 

そのことから、本来収用委員会の役割は、あくまで補償等につい

ての判断であり、事業の適正性、公平性は事業認定等によりすでに

整理されていると解することができる。 

それでは、事業認定に違法があることを権利者が主張した場合、

これらは一切審理の対象とならないのか。事業認定に重大かつ明白

なかしがあり、収用委員会においてもそのことが容易に判断できる

状況にある場合はその限りではないが、原則として収用委員会はあ

くまで補償等についてのみ判断することとなる。 

 

  

【参考 1】 違法性の承継 
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（事業認定等に関する適期申請等について【局長通達全文Ｐ１】） 

 

 

 

１ 国等における活用に向けた方針 

「土地収用制度の適時適切な運用のため、適切な時期に事業認定申請を

行うことをルール化すべき」とした、総合土地対策要綱（昭和６３年閣議

決定）を受け、国においては、「事業認定に関する適期申請のルール化につ

いて」を発出し

ている。 

これは、早期

かつ適正な用地

取得のために、

収用制度の活用

を促すもので、

①用地取得率

８０％以上（地

権者ベース）、②

用地幅杭打設か

ら３年以上、を

基準として示し、

どちらかに当て

はまれば収用手

続に向けた準備

をするように求

めている 

   各地方整備局

等においては、主要事業の用地取得の進捗状況並びに適期ルールに該当す

第２ 国や自治体における収用制度活用の状況 
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（事業認定等に関する適期申請等について【局長通達全文Ｐ２】） 

るが収用手続に移行していない場合の理由等について、各々のホームペー

ジで公開している。 

   また、国の総

合規制改革会議の

「規制改革の推進に

関する第２次答申

(平成１４年１２月

１２日)」において、

都市計画事業も含め

事業認定等に関する

適期申請のルールに

ついて事業の進行管

理の適正化の観点か

ら事業主体及び住民

に周知がなされるよ

うにするとともに、

事業の進行管理に関

する説明責任を果た

させる観点から一定

の情報を公表すべき

ことが指摘され、閣議決定された「規制改革推進３カ年計画(再改定）」(平

成１５年３月２８日)において同答申の趣旨に沿って措置を講ずることと

された。 

中央用地対策連絡協議会はこれを受けた「公共事業に係る事業認定等に

関する適期申請等について」の申合せ(平成１５年７月３１日)を行ってお

り、各地方自治体などにおいても、適期申請ルールの徹底が図られている

ところである。 
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２ 東京都における対応 

   東京都建設局においても、平成１５年３月に土地収用適用基準を、「事業

認可の告示後６年を経過し、かつ用地取得率が９０％を超えたとき」から、

「事業認可の告示後５年を経過したとき、又は用地取得率が８０％を超え

たとき」に改正し、適期申請のルール化を徹底し、土地収用制度の積極的

な活用による事業の着実な推進を図っている。 

   また、東京都における区市町施行の都市計画道路事業については、国の

長期事業施行路線の定義（①過去において２度以上の変更認可を受けてい

る、②事業の施行期間が１１年以上経過している、③変更認可により事業

の施行期間が当初認可期間の２倍以上）に該当する事業について、都市整

備局において積極的な収用手続の活用を求めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収用制度活用事例】 



 
【参考２】収用手続の流れ 

 

    

 
   

 
事

業

認

定

手

続 

   
 事前説明会      
     
 事業認定申請    公 聴 会    公聴会開催の請求  
   第三者機関

の意見聴取 
      

 意見書の提出   
     
 周知措置    事業認定・事業認定告示    

     
     

収

用

裁

決

手

続 

     

     

     
     裁決申請請求  
     
 土地調書作成      異議の付記 

調書の署名押印 
 

 物件調書作成       
     

 裁 決 申 請    裁決申請書受理    
 明渡裁決の申立て    明渡裁決申立書受理    明渡裁決の申立て  
     

   公告・写しの縦覧    
     意見書の提出  

   裁決手続開始

の決定・登記 
   

     

 意見の陳述等    審  理    意見の陳述等  

     

     権 利 取 得 裁 決      
    明 渡 裁 決     
 

補償金の支払 
     物件の移転 

土地の引渡し 
 

       
     

代

執

行

手

続 

     
       
       
 代執行請求     代 執 行     
       

 備考：事業認定前の紛争解決手続として、土地収用法上、「あっせん」と「仲裁」がある。    

起 業 者 土地所有者 

関 係 人 

国土交通大臣又は 

都道府県知事 

 
協

議

の

確

認 

和 
解 却

下

裁

決 

都道府県知事 

収用委員会 

明渡期限到来 
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平成１６年１１月に「収用制度活用プラン －時代に即した制度活用に

向けて－」を策定して以来６年が経過し、東京都においては「１０年後の

東京」が策定されるなど、東京都収用委員会の置かれる環境にも様々な変

化が見られる。 

第２章では、東京都を取り巻く状況や東京都収用委員会で取り扱った事

件の傾向などについて示す。 

第 ２ 章 

都を取り巻く状況と 

最近の収用事件の傾向 
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 １ １０年後の東京 

東京都は、平成１８年１２月、東京が近未来に向け、都市インフラの整

備だけでなく、環境、安全、文化、観光、産業など様々な分野で、より高

いレベルの成長を遂げていく都市ビジョンを描いた「１０年後の東京」～

東京が変わる～を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 都を取り巻く状況 

（「１０年後の東京」へ

の 実 行 プ ロ グ ラ ム

２０１１概要版より） 
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東京がその都市機能を発揮するためには、慢性的な交通渋滞を早期に克

服することが課題であり、そのためには円滑な都市活動のための道路ネッ

トワークの早期形成が必要不可欠である。 

「１０年後の東京」の中では、１０年後の姿として、 

○ 道路交通ネットワークの整備により快適で利便性が高い都市生活

が実現している。 

○ 三環状道路が約９０％、区部環状道路・多摩南北道路が約９５％整

備されている。 

○ 鉄道の連続立体交差事業が着実に推進されている。 

などと示している。 

   ここに掲げられた道路ネットワークとして重要な区部の環状道路、多摩

地域の南北道路、区部と多摩地域を結ぶ東西方向の道路や、また防災や生

活環境の観点から、重要性・緊急性の高い河川・公園などの用地取得に関

し、計画的かつ効率的に用地取得を進めるため、より一層収用制度も活用

した取組が必要となる。 

 

２ 区市町等における役割の増大 

東京都において、区部における都市計画道路については、昭和２１年に

都市計画決定（当初決定）した後、社会経済情勢の変化等により、昭和

２５年、昭和３９年（環６内）、昭和４１年（環６外）、昭和５６年（区部

全域）に都市計画道路全体の見直しを行い、その後も路線ごとの課題に対

応した部分的な変更を行ってきている。 

また、これまで、昭和５６年と平成３年の２回にわたり、概ね１０年間

で優先的に整備する路線を選定した「事業化計画」を策定し、計画道路の

計画的、効率的な整備に努めてきた。 

現在では、平成１６年３月に社会経済情勢の変化等を踏まえ、都市計画

道路全体の新たな整備方針として策定した、「区部における都市計画道路
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の整備方針」により、２０８路線、約１３３．２km を優先整備路線に選定

し、整備を進めている。 

一方、多摩地域においても、都市計画道路を計画的、効率的に整備する

ために、平成元年と平成８年の２回にわたり、概ね１０年間で優先的に整

備すべき路線を定めた事業化計画を策定している。 

現在では、平成１８年４月に策定した、「多摩地域における都市計画道

路の整備方針（第三次事業化計画）」により、１６２路線、約１３４．５㎞

を優先整備路線に選定し、整備を進めている。 

東京の道路ネットワークを構築し、交通の円滑化を実現していくために

は、これら整備方針に基づく区市町施行及び首都高速道路株式会社などの

特許事業者が施行する都市計画道路についても早期完成に向けた取組が

進められる必要があり、効率的な用地取得のために区市町等における収用

制度の活用も必要となっている。 

 

 

 

 

 

   

（左：「区部における都市計画道路の整備方針」概要版、右：「多摩地域における都市計画道路の整備方針」） 
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１ 収用事件の取扱件数 

   東京都収用委員会では近年、概ね１００件前後の収用事件を扱っている

が、これは他府県と比較しても突出した数字である。 

これだけの件数を抱える背景には、起業者が事業を着実に進めるために

収用制度を積極的に活用する傾向が高まっていることがある。前述のよう

に、東京都建設局においても、平成１５年に土地収用適用基準を、「事業

認可の告示後５年を経過したとき、又は用地取得率が８０％を超えたと

き」に改正し、収用制度の積極的な活用を図っている。 

今後、東京外かく環状道路の用地取得が本格化すると、東京都の取扱件

数はさらに増加していくものと予想される。 

 

（表）各収用委員会における収用事件の取扱件数 

都道府県 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度  

東 京 都      

北 海 道      

神奈川県      

愛 知 県      

大 阪 府      

広 島 県      

福 岡 県      

104 

 16   

 26 

 29 

 83 

 22 

 18 

113 

  6 

 36 

 15 

 79 

 12 

 22 

 125 

   8 

  19 

  14 

  58 

  22 

  22 

108 

 16                 

 34 

 26 

 66 

 23   

 31 

  91 

  15 

  20 

  16 

  47 

  30 

  28 

 104 

  15 

  26 

  15 

  33 

  23 

  36 

 

  

２ 事業別件数割合 

   東京都が扱っている収用事件を事業別にみると、８０％超を道路事業が、

第２ 東京都収用委員会の活動状況 
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１５％を第二種市街地再開発事業が占めている。 

   道路事業については、平成２７年までに優先的に整備すべき路線を定め

た「第三次事業化計画」が区部・多摩地域で進行中であり、今後も継続的

に裁決申請等が見込まれる。 

   再開発事業では、環状 2 号線新橋・虎ノ門地区が、件数の大部分を占め

ている。この事業は、都心の大動脈である環状２号線とその周辺地域を整

備することで、都心部の交通渋滞を緩和し、臨海部を含む沿道開発を誘発

することを目指している。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３ 起業者別件数割合 

   起業者別の状況では、東京都が７２％、区市が２７％となっており、区

市の占める割合が高まっていることが、近年の傾向として挙げられる。 

   これは、「収用制度活用プラン」の策定以降、首長を対象としたＰＲ活動、

職員を対象とした研修・出張相談等、区市への働きかけを強化してきた成

果と言える。 

   平成２２年度には、都庁において、区市町職員等を対象とした「収用制

度活用基礎講座」を２回開催したところ、いずれも６０名を超える参加が

平 成 21 年 度　 事 業 別 件 数 割 合

1件 (1%)
16件 (15%)

1件 (1%)

86件 (83%)

道路事業

第一種市街地再開発事業

第二種市街地再開発事業

区画整理事業
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あった。収用制度に対する理解は高まってきており、今後も区市からの申

請の増加が期待されている。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【収用制度活用事例】 

 

 

 

 

平 成 21 年 度   起 業 者 （ 施 行 者 ） 別 件 数 割 合

1件 （1%）

28件 （27%）

75件 （72%）

東京都

区市

再開発組合
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 ○ 大規模案件や困難案件の増加 

  本章第２で東京都収用委員会の活動状況について示したが、収用事件の

中身も様変わりしてきている。最近の収用事件は、いかなる様相を示して

いるのであろうか。その特徴をみてみる。 

近年は、事件数の増加だけでなく、事件の内容で見ても、大都市である

がゆえの特殊性をもった複雑困難な事件が増えている状況にある。 

 

（１）裁決申請請求収用事件 

地価が下落している状況下では、事業対象地の土地所有者等の権利

者から、早期紛争解決と早めの価格固定を目的として収用を申し立て

てくるケース（裁決申請請求）が多くなる。これは、収用される側か

らの申立てということで、地価の下落幅が大きい大都市特有の現象で

ある。都では、バブル以降の地価が急激に下落した時期に激増したこ

とがある（参照 表－１）。 

 ちなみにこの権利者からの裁決申請請求は、従来起業者からの裁決

の申請が一般的であるので、それに対しいわゆる「逆収用」ともいわ

れる。 

      

表－１ 裁決申請請求事件（逆収用）の取扱件数 

年度（平成） 新規裁決申請数     うち請求に基づくもの  

12 36 18 50.0 

13 25 12 48.0 

14 41 13 31.7 

第３ 最近の収用事件の傾向 
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15 16 ８ 50.0 

16 34 10 29.4 

17 25 1 4.0 

18 31 7 22.6 

19 25 2 8.0 

20 32 18 56.3 

21 43 26 60.5 

                                           

（２）マンション事件 

大都市の特殊性をも

つ収用事件としては、

マンションに関わるも

のが少なくない。 

マンション事件に

ついては、その敷地が、

区分所有者全員の共

有となっている場合

が多いため、多数にわ

たる土地所有者、関係

人を当事者として手

続を進めていく必要

がある（参照 表－

２）。 

その際、様々な通知

や意見書のやりとり

に時間がかかること、



22 

権利関係が複雑であること、手続中に権利の変動がある場合が多いこと

などにより、裁決手続を必ずしも速やかに行えないという事情がある。 

また、マンションは、一般の戸建住宅とは異なり、専有部分と敷地利

用権を分離して売買等の処分をするためには、区分所有者の特別決議を

経る必要がある。敷地の一部が収用対象地となるときに、この決議が採

れない場合、敷地の持分の任意売買に応じている区分所有者を含め、区

分所有者全員を対象として収用裁決手続を行わなければならない。 

このように、マンション事件の処理については、多大な時間と労力を

要する。 

 

 表－２ マンション事件の取扱状況推移 

年 度 

(平成) 

件 数 所有者延数 関係人延数 所有者平均 関係人平均 

16 13 846 254 65 20 

17 9 415 139 46 15 

18 6 540 126 90 21 

19 10 1243 229 124 23 

20 15 1215 258 81 17 

21 14 524 169 37 12 

※ 複数年度に処理がまたがっているものについては、それぞれに所有者数等

を計上している。 
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～敷地権の登記と関係人適格をめぐる事例～ 

 例えば、敷地権が登記され、その種類が所有権の場合、建物

の専有部分に登記されている抵当権者は、敷地についての抵当

権者でもある。したがって、収用対象地が敷地の一部である場

合、敷地権付き区分所有建物の登記簿に記載のある抵当権者

は、土地についての関係人となる。 

 では、敷地権が登記されている区分所有建物の敷地を通行地

役権の要役地とした場合に、建物の専有部分を目的とする抵当

権者は、収用対象地となった承役地の関係人となるだろうか。

この点、民法 281 条は、地役権は、要役地について存する他の

権利の目的となると規定している(地役権の付従性)ことから、

民法上の権利としてその効力が承役地に及ぶことは明らかで

ある。しかし、民法上の権利者と、土地収用法上の関係人とを

同視できるかについては、争いがある。 

こういった事例の他にも、敷地権登記の抹消手続や共有部分

と専有部分の補償上の区分などマンション特有の課題があり、

マンション事件の処理を困難なものとしている。 

【参考３】 マンション事件の困難事例 
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（３）境界不明等事件 

密集した市街地においては、境界がはっきりしない場合も少なくない。

ときには、明治時代に作られた墨書きの登記簿をもとに争われることも

あり、権利関係の確定が困難な場合や不法占拠に係わる場合もある。 

例えば、隣接した土地所有者が互いに主張しあい、双方による話合い

で境界を確定できない場合、不明の裁決をする場合がある。その結果、

起業者が補償金を各権利者に個別に払うことができず、供託となった事

例がある。 

 

（４）権利関係が複雑な事件 

    信託の対象となっている土地や建物等が収用対象地に掛かる場合、委

託者、受託者及び受益者の三者を中心とする複雑な権利関係の把握が必

要となる。 

    三者の関係の概略は、次のとおりである。委託者は、土地等の財産の

元々の所有者であ

り、信託契約に基

づき、その財産権

を受託者に移転す

る。受託者は、信

託契約に従って信

託財産の管理、処

分を行い、信託財

産を運用する。受益者は、受託者が信託財産を運用して生じた利益を享

受する。 

東京都収用委員会は、収用手続の名宛人として、受託者を土地所有者

と認定し、委託者及び受益者を関係人と認定している。この三者以外に

信託利益の給付 

監視・監督 
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指図代理人等が存在しても、関係人の範

囲から除外している。 

問題は、受益権が、証券として細分化

され不特定多数の投資家に売却されるこ

とも多いという点である。この場合には、

関係人の追跡・把握は困難となる。土地

収用法が想定していなかった問題といえ

る。 

 

 

【参考４】 困難な事件の類型  

    最近の収用事件の主な特徴は以下のとおりである。 

 類 型    困  難  な  点 

裁決申請請

求収用事件 

・補償金の算定や任意の協議がほとんど行われていない

状況で収用手続が開始してしまう。 

・市部においては、予算の不足により、手続が止まって

しまう。 

マンション ・権利者が多数にわたる。 

・分離処分可能決議が採れない場合、任意での持分買収

に応じている区分所有者が手続終了まで巻き込まれる。 

境界不明等 ・境界不明や時効取得の認否等のために、より正確な資

料・図面の作成や主張・争点の整理が必要となる。 

複雑な権利

関係 

・関係人適格の認定が困難な事例が多い。 

・土地についての特殊な権原の鑑定評価が必要となる場

合がある。 
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（５）大規模なインフラ整備に伴う事件 

最近の収用事件におけるもうひとつの大きな特徴は、いわゆるトラス

ト事件の登場である。 

トラスト事件とは、

事業反対を目的とし

て、土地や立木に関

する権利について多

人数で分割共有や賃

借権設定等をし、そ

の権利を根拠に事業

反対を主張する事件

である。 

収用委員会が取り扱った、二ツ塚処分場事件、圏央道あきる野イン

ターチェンジ事件、圏央道八王子ジャンクション事件及び圏央道高尾山

事件は、事業に対する反対からトラスト運動が展開された事件であった。 

このようなトラスト事件においては、多数の権利者に対応しなければ

ならないため通知や登記等の事務量が膨大になるうえ、権利者間の権利

移転も頻繁であることにより、手続及び時間が大幅にかかることとなる。  

また、裁決後においても行政訴訟が提起されている。 

平成１３年改正前の土地収用法は、こうしたトラストといった、多数

の小規模権利者が権利主張をするというケースをそれほど想定はしてい

なかった。 

また、事業認定を行う事業認定庁と、補償金額の確定を行う収用委員

会との役割分担に明文化されていない箇所があった。 

そのため、二ツ塚処分場事件では、事業認定にかかる不服について多

くの審理時間が費やされることとなり、また、補償金の支払についても、

起業者が権利者に持参したため、多額のコストがかかることとなった。 
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そこで、同事件を契機として平成１３年に土地収用法の改正がなされ、

事業認定庁と収用委員会との役割分担が明文化され、事業認定手続の透

明性などの向上が図られた一方、収用委員会の審理においては事業認定

に関する不服を主張することができない旨、明らかにされた。 

平成１６年に裁決された圏央道八王子ジャンクション事件では、改正

法の趣旨を踏まえ収用委員会の本来の役割を徹底することにより、審理

に要する期間を大幅に短縮化させることができた。 

さらに圏央道高尾山事件では、処理期間をほぼ 1 年に短縮することが

できた。（参照 表－３）。 

 

表－３ 平成１３年改正による手続の迅速化 

事件名 二ツ塚処分場事

件 

圏央道あきる

野事件 

圏央道八王子事

件 

圏央道高尾山事

件 

概 要 

 

 

 

権利者数 

 

審理回数 

 

裁決日 

 

処理期間 

 

廃棄物最終処分

場の建設にかか

る事件 

 

約２８００名 

 

１１回 

 

H11.10.4 

 

H8.12.13 ～

H11.10.4 

（１０２８日） 

圏央道あきる

野ＩＣの建設

にかかる事件 

 

１３４名 

 

１０回 

 

H14.9.30 

 

H12.10.31 ～

H14.9.30 

（７３２日） 

圏央道八王子Ｊ

ＣＴの  建設に

かかる事件 

 

約２０００名 

 

８回 

 

H16.5.17 

 

H15.1.31 ～

H16.5.17 

（４７３日） 

圏央道高尾山ト

ンネル等の  建

設にかかる事件 

 

約５６０名 

 

５回 

 

H19.12.27 

 

H18.12.5 ～

H19.12.27 

（３８７日） 
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圏央道（首都圏中央連絡自動車道）

とは、都心から半径およそ４０～

６０㎞の位置に計画されている延長

約３００㎞の環状の自動車専用道路

である。 

都内では、あきる野インターチェン

ジ、八王子ジャンクション及び高尾山

トンネル等の各建設工事にかかる部

分で事業反対を目的にトラスト運動

が展開され、収用事件となった。 

あきる野事件では約 2年だった処理

期間が、平成 13 年に改正された土地

収用法に基づき処理された高尾山事

件では、処理期間がほぼ約 1 年で裁決

に至った。 

 

圏央道 

【参考５】圏央道事件 



29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都収用委員会で扱っている事件数はほぼ横ばいで推移しているもの

の、傾向としては大規模案件や困難案件が増加してきている。一方で

「１０年後の東京」に描かれたビジョンの実現に向けて、様々な公益事業

を計画的に進めるため、またその場合の権利者に正当な補償を図るため、

今後も収用制度を活用することはますます重要となる。 

第３章では、現行の収用制度活用プランに基づく活動の実績・効果等を

分析し、その結果やこれまでに述べてきた都をとりまく状況の変化等を踏

まえ、東京のまちづくりや公共の福祉の実現のため、来年度以降東京都収

用委員会事務局が取り組むべき基本的な考え方と実施する具体的な活動に

ついて示す。 

第 ３ 章 

収用制度活用プランの改訂 
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 １ プランに基づく活動実績 

   平成１６年１１月に策定した「収用制度活用プラン」においては、①区

市町への支援の働きかけ、②国や都、公団等への働きかけ、③事件処理の

適正化・効率化、を３つの柱として掲げ、当事務局はそれに基づき、起業

者・権利者に対する支援策等の取組を行ってきた。これまでの取組の状況

は以下のとおりである。 

 

（１）平成１６年度の活動内容 

① キャラバン隊の実施（収用制度に対するＰＲ活動） 

平成１６年８月～平成１７年３月にかけて、収用制度への理解と活

用促進を図るため、２３区、２６市、３町の首長等に対してＰＲ活動

を実施した。 

② 研修活動 

平成１６年１０月に、東京地区用地対策連絡協議会が主催する研修

会において、区市町の実務担当者へ対し、収用制度の基礎に関する研

修を実施した。 

 

（２）平成１７年度の活動内容 

① 収用委員会からの情報提供の充実 

広く一般都民に対し収用制度への理解が得られるよう、ホームペー

ジの内容をリニューアルするとともに、都民からの意見を集約するた

めに「御意見箱」を開設した。なお、平成１７年度は８件の意見等が

あった。 

② 総合相談窓口の開設 

第 1 収用制度活用プランによる実績と効果 
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区市町を始めとする起業者、一般都民からの収用制度に関する総合

的な相談窓口として「相談支援センター」を開設した。 

③ 研修活動 

○ １６年度に実施した研修計画に加え、希望する区市町に対しては、

直接、当事務局職員が赴き収用制度に関する研修を実施した(「出

前講座」)。５２区市町のうち２７区市から出前講座の希望があり、

１２月１２日までには希望のあった全ての区市について実施した。

また、１２月１日に、区市町のうち事業認定事業を担当する職員を

対象に、収用制度の概要に関する研修を実施した。 

○ 制度の運用に当たっての情報の共有を目的に、１都３県(千葉、

埼玉、神奈川)の収用委員会事務局職員による情報交換のための

１都３県事務局連絡会議を実施することとし、７月１５日に第１回

目を実施し、平成１８年２月１０日に第２回目を実施した。 

 

（３）平成１８年度の活動内容 

① 研修活動 

収用委員会が裁決を行うためには必ず審理を行わなければなら

ず、審理は原則として公開で行われることとなっている。そこで、

区市町の用地担当職員に、収用制度を身近なものとして感じてもら

い、事業推進に役立ててもらうよう委員会審理の見学会（審理の傍

聴）を実施した。 

② 出張研修の実施 

出張研修(「出前講座」)については、１７年度希望のなかった 25 区

市に対し再度希望調査を行い、希望のあった３区市についてこれを

実施した。 

③ 収用事件担当経験者会議の実施 

収用制度に対するノウハウや経験を共有し、用地取得に役立てて
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もらうよう、収用事件担当経験者会議を開催した。 

④ １都３県事務局連絡会議及び事務局長会議の実施 

平成１８年７月２１日に、１都３県(千葉、埼玉、神奈川)の収用

委員会事務局職員による連絡会議（第３回）が行われた。また、平

成１９年２月には、１都３県の収用委員会事務局長が収用事例の現

場を視察し、意見の交換を行った（事務局長会議）。 

⑤ 出張相談の実施 

収用予定案件を抱えている４区２市に対し、出張して現地を確認

するなど、きめ細かい相談を実施した。 

⑥ 相談支援センターの活動 

平成１７年度から土地の所有者等の権利者や区市町等の起業者

などに対し、収用予定案件について事前相談を行ったが、平成

１８年度は相談件数が２４８件に上った。 

 

（４）平成１９年度の活動内容 

① 出張相談の実施 

申請予定の区市を中心に出張相談を９回実施した。(４区、５市) 

② 収用事件経験者会議の実施 

平成２０年３月２１日に、３区１民間事業者が参加した意見交換

等の会議を実施した。 

③ １都３県事務局連絡会議及び事務局長会議の実施 

平成１９年８月２日に、１都３県(千葉、埼玉、神奈川)の収用委

員会事務局職員による連絡会議が千葉県で行われた。平成２０年

２月には埼玉県で事務局長会議が開催され、情報交換等を行った。 

④ 外部研修への講師派遣 

東京地区用地対策連絡協議会が主催する研修等へ職員を講師と

して派遣した。 
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⑤ 相談支援センターの活動 

     主な相談は、収用予定案件についての申請前における申請手続き

の方法、土地調書・物件調書の作成方法、申請スケジュール等に関

するものであり、相談件数は２１６件に上った。 

 

（５）平成２０年度の活動実績 

① キャラバン隊の実施（収用制度に対するＰＲ活動） 

収用制度への理解と活用促進を図るため、４区の首長等に対して

ＰＲ活動を実施した。 

② 出張研修・出張相談の実施 

希望のあった区市に対し、出前講座を１２回(７区、５市)、出張

相談を８回(５区、３市)実施した。 

③ １都３県事務局連絡会議及び事務局長会議の実施 

平成２０年９月５日に、１都３県(千葉、埼玉、神奈川)の収用委

員会事務局職員による連絡会議を東京都で行った。平成２１年１月

には神奈川県で事務局長会議が開催された。 

④ 外部研修への講師派遣 

東京地区用地対策連絡協議会及び特別区が主催する研修等へ職

員を講師として派遣した。 

⑤ 相談支援センターの活動 

    主な相談は、収用予定案件についての申請前における申請手続き

の方法、土地調書・物件調書の作成方法、申請スケジュール等に関

するものであり、相談件数は３５２件に上った。 

     

（６）平成２１年度の活動実績 

① キャラバン隊の実施（収用制度に対するＰＲ活動） 

収用制度への理解と活用促進を図るため、４市の首長等に対して
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ＰＲ活動を実施した。 

② 用地部署訪問の実施 

      収用制度のＰＲとともに、出前講座、出張相談等の支援策をより

各区市町の実態に即して実施するため、１２区、１４市、１町の用

地部署訪問を実施した。 

③ 出張研修・出張相談の実施 

希望のあった区市に対し、出前講座を１４回(７区、７市)、出張

相談を１４回(８区、６市)実施した。 

④ １都３県事務局連絡会議及び事務局長会議の実施 

平成２１年９月１１日に、１都３県(東京、千葉、埼玉、神奈川)

の収用委員会事務局職員による連絡会議を埼玉県で行った。平成

２２年２月５日には千葉県で事務局長会議が開催された。 

⑤ 外部研修への講師派遣 

東京地区用地対策連絡協議会が主催する研修等へ職員を講師と

して派遣した。 

⑥ 相談支援センターの活動 

    主な相談は、収用予定案件についての申請前における申請手続き

の方法、土地調書・物件調書の作成方法、申請スケジュール等に関

するものであり、相談件数は４３７件に上った。 

 

（７）平成２２年度の活動実績 

① 用地部署訪問の実施 

  収用制度のＰＲとともに、出前講座、出張相談等の支援策をより

各区市町の実態に即して実施するため、１１区、１４市の用地部署

訪問を実施した。 

② 出張研修・出張相談の実施 

希望のあった区市に対し、出前講座を１２回(５区、７市)、出張
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相談を７回(３区、４市)実施した。 

③ １都３県事務局連絡会議及び事務局長会議の実施 

平成２２年９月に、１都３県(東京、千葉、埼玉、神奈川)の収用

委員会事務局職員による連絡会議を神奈川県で行った。また、平成

２３年１月３１日には東京都で事務局長会議を開催した。 

④ 外部研修への講師派遣 

東京地区用地対策連絡協議会が主催する研修等に職員を講師と

して派遣した。 

⑤ 相談支援センターの活動 

    主な相談は、収用予定案件についての申請前における申請手続き

の方法、土地調書・物件調書の作成方法、申請スケジュール等に関

するものであった。 

 

２ プラン実施に伴う効果 

区市町等を対象とした、収用制度活用に向けた支援の働きかけはプラン

の大きな柱であった。プランに基づくキャラバン隊の派遣や用地部署訪問

で収用制度活用の内容等についてＰＲを行うことにより、区市等に潜在し

た収用制度活用に向けた需要を掘り起こすことができ、当事務局が別に行

った事前相談や出張研修（出前講座）への要望につなげることができた。 

収用裁決申請件数に占める区市町の割合を見ると、プラン策定前である

平成 13 年度は 107 件中の 12 件(11.2％)、平成 14 年度は 143 件中の 8 件

(5.6％)、平成 15 年度は 109 件中の 10 件(9.2％)、平成 16 年度は 104 件中

の 11 件(10.6％)であり、総件数の 1 割程度でしかなかった。 

これが、平成 17年度には 113件中の 44件（39％）、平成 18年度には 125件

中の 48 件（38％）占めるまでになった。これは、平成 16 年度以降、プラ

ンに基づく収用制度に対する理解を図るためのＰＲ活動（キャラバン）や、

出張研修（出前講座）を積極的に行った成果と考えられる。なお、この中
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には足立区の 30 件の大量申請が含まれている。大量申請の処理が一段落し

た平成 19 年度は 108 件中の 17 件(16％)、平成 20 年度は 91 件中の 20 件

（22％）、平成 21 年度は 104 件中の 28 件（27％）となっており、平成 16 年

度以前と比べると、明らかに増加した状態で推移している。 

第２章第１で述べた「区部における都市計画道路の整備方針」や「多摩

地域における都市計画道路の整備方針」における区市町の役割や建設局の

行っている「新みちづくり・まちづくりパートナー事業」による市町村支

援などにより、今後とも、都市計画事業における区市町の果たすべき役割

は大きくなっていくことが考えられる。 

そのため、引き続き区市町に対し、収用制度活用に向けた支援の働きか

けを行っていく必要がある。 

また、相談支援センターの開設により、起業者だけではなく、収用制度

の適用に漠然とした不安等を感じる土地所有者などの権利者に対して、収

用制度の説明を聞くことができる窓口を設けることができた。起業者から

の説明だけでは不信感を覚える権利者も多く、リーフレット「土地収用の

あらまし」などを用いた制度説明により、収用制度に対する正しい知識を

持ってもらうことは、東京のまちづくりに向けた収用制度の活用につなが

るもので、今後も権利者に対して収用制度の正しい理解を求めていく必要

がある。 

 

 ３ 起業者・権利者からの主な意見等 

（１）起業者からの主な意見 

これまで述べてきたとおり、収用制度活用プランに基づく取組の効果

により、区市町等における収用制度の活用については一定の成果があっ

たと考えられる。 

しかしながら、これまで行ってきたキャラバン隊による区市町の首長

等や用地部署への訪問によれば、いまだ収用制度を活用していない区市
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町等も見受けられる。住民に近い基礎的自治体においては、まだまだ「収

用」に対する強権的なイメージが、その買収ができないことでその事業

の公益性が発揮できないことにより生じる損失を上回るという状況も

認められた。 

当事務局が実施したアンケートによる起業者からの要望等について

は、以下のとおりである。 

 

○ 区市町における収用制度未活用の背景 

     アンケート等による収用制度を活用しようとするうえで障害となる

事項については、過去事例がない又は少ないことによる実務ノウハウ

の不足や地域住民が収用に対し強権発動のイメージがあるという意

見が多かった。 

 

○ 収用制度活用のための東京都収用委員会事務局への要望事項 

     収用制度に関する基礎講座や事例研究等の研修及び意見交換会の実

施のほか、審理の傍聴希望などが挙げられた。 

 

（２）権利者からの主な意見 

    公共事業が実施されることに伴う移転や立ち退きは、土地所有者等の

権利者にとって極めて大きな問題である。 

本来であれば起業者と権利者とが任意での協議により合意が調い、円

満に解決することが、最も望ましいことである。しかし、任意での交渉

において補償額がどうしても折り合わないなどの理由から第三者機関

である収用委員会の判断を求めるケースは多い。権利者から見れば、こ

うした公共事業への関わりや収用裁決手続に臨むことは、ほとんどの場

合初めてであり、権利者の不服や不満は少なくなく、その内容も多岐に

わたる。 
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収用裁決手続の過程で述べられた、権利者の主な意見や主張は次のと

おりである。 

 

   ○ 損失の補償の多寡について 

これは、権利者からの意見として最も多く出されているものであり、

収用委員会においても裁決事項に係わるものであることから、重要な

ものである。 

     意見は、土地価格や借地権割合、建物等の移転料、仮住居に要する

費用など広範に及ぶが、基本的には起業者の見積額に対する不満であ

る。 

 

   ○ 移転の期限や生活再建について 

主な意見としては、移転先確保の困難性、替地の要求、生活の先行

きの不安などである。特に、権利者が１人暮らしの高齢者や介護の必

要な家庭などの場合には、補償金の問題と併せ移転先の確保に関する

意見が多数を占めている。 

 

   ○ 事業計画や任意の協議段階における不服や不満 

特に、生活の根拠となる住宅等の場合は、事業により移転を余儀な

くされることから、事業計画や起業者に対する意見が多い。 

権利者の主な意見としては、起業者側の説明不足、対応の不誠実、

交渉姿勢への不満などである。 
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１ 収用制度活用の必要性 

 東京都収用委員会は、土地収用法に基づき、権利者保護の観点も踏まえ、

迅速かつ適正な事件処理を図り、早期の紛争解決を通して東京のまちづく

りに寄与することを目指している。 

 しかし、本章第１で述べたとおり現行プランに基づく活動結果や区市町

等の意向や権利者の意見によると、起業者や権利者において収用制度に対

する理解やノウハウが少ないなどの理由から、それぞれ任意協議に固執し、

その結果事業が長期化してしまい、財政への影響や権利者の負担増などの

問題が生じているケースも見受けられる。  

また、権利者の側から起業者に対する不信感や損失補償についての不満

が意見として出されている。 

 任意協議が行き詰まり、起業者、権利者の両当事者が身動きがとれなく

なった段階では、速やかに第三者機関である収用委員会に解決の場を移し、

収用制度を活用することにより、公共の利益と私有財産との調整を図るこ

とが双方にメリットがあり、効率的である。 

そのためには、収用委員会が本来果たすべき役割である収用裁決手続を

より公正、効率的に進めることができるよう条件整備をすすめる必要があ

る。 

そこで、一つには、土地収用法の意義や制度について、起業者及び権利

者はもちろんのこと、広く都民一般に対し周知徹底を図り、制度の適正な

運用に向け理解を求めていくことが重要となる。 

 また、二つには、収用裁決手続は、起業者の申請により開始されること

から、権利者保護の観点からも起業者が土地収用法に基づき適正に手続を

すすめることが重要であり、その適正さを確保するために関係者に必要な

第２ プラン改訂の検討 



40 

支援を行っていくことが求められている。 

   このような認識のもと、当事務局としては、収用制度活用のメリット等

について広くＰＲし、その活用を働きかける具体的な行動計画を策定する

ことが必要であると考える。 

 

２ 活用プランの３つの柱 

現行プランによる取組の結果として、区市における収用制度活用の状況

は一定の成果があったといえるが、一方研修時のアンケート等の結果を見

ると、まだまだ「収用」のイメージや効果について誤解している、理解で

きていない権利者や起業者等が多くいることも事実である。 

そのため、これまでの成果と都を取り巻く状況の変化等を踏まえ、今後

とも区市町や関係機関、権利者等に対し収用制度の周知とその積極的活用

を当事務局から働きかけていくことが必要であり。そのための行動計画と

して、新たに「新収用制度活用プラン」を策定することとした。 

それは、「制度のＰＲ活動」、「起業者・権利者への支援」及び「制度活

用に向けた基盤づくり」の３つを柱とする（参照  図－１）。 

そして、今後もプランに基づく幅広い働きかけを行い、１０年後の東京

に描かれたビジョンの実現に向け、東京のまちづくりに寄与して行きたい

と考える。 

 

 （１）制度のＰＲ活動 

柱の１つめは、収用制度の円滑な活用を図り、公正で迅速な事件処理

を促進していくために、引き続き都や区市等の起業者に対してＰＲ活動

を行うとともに、土地所有者等の権利者や都民に対しても、収用制度の

意義や効果について、ＰＲ活動を行うことである。 

  

（２）起業者・権利者への支援 
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    柱の２つめは、区市町における道路整備の役割の増大化など、公共事

業を取り巻く状況の変化や収用制度に対する起業者の意向を踏まえ、起

業者を対象に時代に即した土地収用制度の活用に向けた支援を進めると

ともに、制度の対象となる権利者に対しても、相談や調整を行える体制

を強化することで支援を行うことである。 

 

（３）制度活用に向けた基盤づくり 

 柱の３つめは、事件処理期間の短縮や職員の専門能力の向上など当事

務局における委員会補佐機能の強化を進めるとともに、国要望などによ

る法体系の整備などよりよい制度づくりを図ることにより、収用委員会

による事件処理が適正かつ効率的に行え、また収用制度の円滑な推進が

図られるような環境を整備していくことである。  

 図―1  活用プランのイメージ 
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１ 起業者へのＰＲ活動 

（１）区市町村の用地部署訪問 

東京都収用委員会事務局では、平成２１年度から区市町の用地部署を

訪問し、実務担当者などに対して、収用制度の理解を深める取組を行っ

てきた。 

直接それぞれの用地部署から話を聞くことにより、実務担当者から用

地買収中の事業の進捗状況や、用地の折衝が難航している事案について

の実情などを聴くことができた。 

また、住民と一番近い自治体である区市町には、強権的なイメージを

避けるため、土地収用法の適用には二の足を踏まざるを得ないことなど、

いまだに収用手続に対するマイナスイメージについての意見も聴くこ

とができた。 

これらの様々な意見を踏まえて、それぞれの区市町の実情に応じた出

張相談や収用制度に関する説明、講座等を実施し、収用制度の理解を深

める取組に反映することができた。 

その結果、区市町からの相談件数や申請数が増加するなど、一定の成

果は見られるものの、いまだに強権的なイメージを避けるなどの理由か

ら、土地収用法の適用には消極的な姿勢の区市町も見受けられる。 

今後も、区市町の用地部署に訪問して、広く収用制度の意義や効果に

ついて、理解を深めてもらうための取組を行うことにより、収用制度の

活用を促すとともに、実務担当者に事業の情報や意見等から、それぞれ

の区市町の実情に応じた、よりきめの細かい説明や講座などを実施し、

第３ ３つの柱と対策メニューに基づく活動計画 

Ⅰ 制度のＰＲ活動 
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さらなる収用制度の活用を促して行く。 

また、区市町の実務担当者の要望等を踏まえ、必要に応じて首長訪問

（キャラバン隊の派遣）を行うことにより、相乗的な効果を図る。 

 

○区市町等への用地部署訪問を継続して実施する 

○区市町等の実情に応じた支援のあり方を工夫する 

 

  （２）キャラバン隊の派遣 

平成 16 年度以降、当事務局では、区市町の首長等に対し、キャラバ

ン隊を派遣している。 

土地収用制度の目的は、「公共の利益の増進と私有財産との調整を図

り、もって国土の適正且つ合理的な利用に寄与すること」（土地収用法第

1 条）である。 

しかしながら、区市町の中には、土地収用制度の活用に強権的なイ

メージを抱き、用地取得が大幅に遅延しているにもかかわらず、土地収

用制度の利用に二の足を踏んでいるところも見受けられる。 

そこで、当事務局では、平成 16 年度以降、区市町にキャラバン隊を

派遣して、首長等のトップから収用制度についての理解を深めてもらい、

区市町が、積極的に収用制度を活用するように促している。 

平成 16 年からこれまでに、各団体にキャラバン隊を派遣した結果、

区市町からの申請件数は、キャラバン隊の派遣開始前に比べ、明らかに

増加傾向にある。 

キャラバン隊の派遣は、一定の成果を挙げていると判断でき、今後と

も、希望がある区市町や収用制度を利用したことのない区市町の首長等

を主な対象として、キャラバン隊の派遣を継続していく。 

 

○要望のある区市町等及び首長に交代があった区市町等に対して計
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画的にキャラバン隊を派遣する 

○首長等の意見を支援策に反映させる 

 

 ２ 権利者等へのＰＲ活動 

  （１）ホームページ活用による収用制度に対する理解促進 

都民にとって収用制度はなじみが薄く、「公共の利益の増進と私有財

産との調整を図るための制度」であることについて、必ずしも理解を得

ているとはいえない。制度の誤った認識は事件の早期解決を阻害する要

因にもなるため、情報発信の重要な手段となっているホームページをと

おして収用制度を広く情報発信することで、都民の理解を促し、収用制

度の一層の浸透を図っていく。 

 

○収用制度に関する都民にわかりやすい情報を発信する 

 

（２）ホームページの利便性の向上 

  収用委員会のホームページは、収用委員会の活動状況や制度の仕組み、

事件処理状況に関するデータなどを提供している。今後は、収用制度に

関する用語の解説などの内容の充実を図っていく。また、ホームページ

の使いやすさを向上させ、利用者にとって知りたい情報が見つけやすく、

理解しやすいものとなるよう改善に取り組んでいく。 

 

  ○実用的なコンテンツを提供する 

  ○権利者や起業者の意見を踏まえてホームページの改良を行う 
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１ 区市町等に対する支援の充実 

 （１）出張相談・出前講座の実施 

    区市町において収用制度を活用しようとする場合、収用制度に対する

知識や、実務経験の不足により、申請の手続きに時間を要するものも少

なくない。 

 そこで、当事務局では、区市町の実務担当者を訪問し、その場で具体

的事例についての相談を受けるとともに、その区市町の実態に応じて職

員のスキルアップが図られるよう出前で収用講座を開設し、知識と技術

の向上を図ることで、収用制度の更なる活用促進と、円滑な事件処理を

目指す。この取組は概ね好評であったため、用地部署訪問による個別の

要望に応えながら継続していく。 

 

 ○出張相談・出前講座を引き続き実施する 

 ○実務的支援に向けた環境を整える 

 

  （２）収用制度活用講座の実施 

初めて収用制度に関わるものにとっては、収用制度自体が複雑である。

そこで「基礎編」と「実務編」の二部構成とし、収用制度の基礎知識か

ら、実際の申請事務などの実務までを段階的に習得することができるも

のとする。 

基礎編では、主に収用制度の基礎知識を習得し、収用制度の全体像を

理解することを目的とする。具体的には、講義形式により、収用制度の

目的、手続きの流れ、最近の動向などを解説する。 

実務編では、管理職等も対象として実際に収用制度を活用するときに、

円滑に事務処理を行うことができる能力を習得することを目的とする。

Ⅱ 起業者・権利者への支援 
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実際の申請手続きを想定し、具体的な事例を交えながら、申請書等の記

載方法や申請後の必要な対応などについて解説する。 

    また、収用制度をよ

り理解するために、収

用手続における事業認

定の解説や、収用裁決

後に強制収用となった

事例の紹介などを適宜

組み合わせて実施する。

平成２２年度に行った

研修は大変好評であり、

アンケート等の意見を反映させながら、今後も研修を行っていく。 

さらに、参加者同士の交流の場を設け、情報交換を行うなどの工夫を

図るとともに、参加者からの意見も取り入れ、実務担当者の知識と技術

の向上を図る。 

 

○レベルに合わせた研修を企画・実施する 

○参加者同士が意見交換をできる環境の提供を検討する 

     

 （３）研修資料「申請の手引き」の改訂 

   現在、出前講座や研修の際にテキストとして使っている研修資料「申

請の手引き」は平成１６年に作成したものがベースとなっている。 

   この間の事例の蓄積や、起業者等の意見を踏まえ、起業者にとってよ

りわかりやすい手引きへの改訂を行い、より収用制度の活用が図られる

環境づくりを進める。 

 

   ○より使いやすい申請の手引きへの改訂を検討、実施する 
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２ 支援窓口の充実 

（１）相談支援センターの充実 

平成１７年に、当事務局は、起業者、権利者及び一般都民からの収用

手続きに関する相談や質問等を受付けるために相談支援センター（総合

相談窓口）を設置した。 

平成２１年度における相談支援センターでの相談等の受付件数は、以

下のとおりである。 

 

利用者 相談等の受付件数 

都（建設局、都市整備局など） １２３件 

区（品川区、渋谷区、大田区など） １５４件 

市（西東京市、東大和市など） ５３件 

その他（権利者、他県の収用委員会など） １０７件 

合 計 ４３７件 

   ※利用者には、起業者の代理人の場合を含む。 

 

① 権利者等に対する相談について 

相談支援センターでは、権利者からの相談も受け付けており、権利

者の抱える収用制度に対する不安等の払拭に努めている。 

また、東京都収用委員会は、全国の収用委員会の中で、最も多くの

収用事件を取り扱っていることから、相談支援センターには、ほかの

収用委員会からの過去の事例や実務上の取扱い等についての照会等

が多く寄せられる。これらの照会にも対応することにより、相談支援

センターは、都内だけでなく、全国の公共事業における用地取得にも

貢献している。 
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② 起業者からの相談等について 

相談支援センターでは、任意での買収交渉が難航している案件につ

いて、起業者が収用手続を利用すると決定する前から、起業者からの

相談を受け付けており、事業計画を踏まえつつ、任意での買収交渉か

ら収用手続きに切り替える時期、収用手続を利用するに当たっての留

意点等について起業者に対して助言等を行っている。 

起業者が任意の買収交渉から収用手続に移行すると決定した後に

は、申請書類の作成方法や作成時期等について、適切かつ円滑に手続

が行われるように助言している。 

相談支援センターの存在は、収用制度の利用経験に乏しい区市や鉄

道事業者等の起業者が、収用制度を利用するにあたって、欠かせない

ものとなっており、区市や鉄道事業者の申請件数が増えるにつれて、

区市や鉄道事業者からの相談等の受付件数は、増加傾向にある。 

また、収用申請までに至らなくとも、相談支援センターの助言をも

とに、起業者が、収用申請を前提に権利者と折衝をおこなったところ、

買収交渉が難航していた案件において、契約を締結できた事例もあり、

相談支援センターは、収用制度外においても、公共事業の用地取得に

貢献している。 

   

このように、相談支援センターは、設置以来、権利者、起業者それぞれ

の収用制度活用に幅広く貢献している。 

今後は、相談支援センターの担当職員が、現地に積極的に赴き、より詳

細かつ丁寧な助言を行うなどして、相談支援センターが、より一層、権利

者、起業者等に頼りにされる存在になるように創意工夫を図っていく。 

       

   ○権利者が知りたい情報についてわかりやすく説明する 

○スムーズな申請に向け起業者への情報提供を行う 
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１ 事務局機能の充実 

（１）事件処理期間の短縮 

    これまで東京都収用委員会においては、事件の適正かつ効率的な処理

に努めてきた。この結果、平成１２年度以前は、事件処理に平均１６か

月程度かかっていたが、平成１３年度より導入された指名委員制度の活

用や事務の見直しを通じて、平成１３年度以降は、平均１年程度で処理

されるようになった。 

また、大規模事件についても効率的な審理の運営に努め、平成１３年

の改正法の規定に則り適正に処理し、手続期間は大幅に短縮された。今

後とも、収用裁決手続の効率的かつ適正な処理に向けた取組を図ってい

く必要がある。 

そこで、収用委員会を補佐する事務局において、収用制度の活用に向

け、起業者や権利者双方に分かりやすく手続きの支援等をすすめるとと

もに、委員会における迅速かつ適正な審理手続を基礎に、引き続き

１０か月程度での処理を目指す。 

 

○１０か月程度での処理に向け事件処理手続の標準化を図る 

 

 （２）事務局職員の業務遂行ノウハウの継承 

平成２１年度から導入した審理課職員のペア制により、知識の共有等

を図り、若手職員への業務遂行ノウハウのスムーズな継承を目指す。ま

た、転入職員を対象に、実践的な実務研修を毎月実施し、事件処理能力

の早期向上を目指す。 

 

○ペア制によるＯＪＴを活用する 

Ⅲ 制度活用に向けた基盤づくり 
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（３）職員による知識の共有化 

毎月の審理課全体会において、具体的事例の紹介を行って知識の共有

化を図る。これにより、公平かつ公正な事件処理を目指す。 

 

○知識を共有する手法を検討し、実施する 

 

（４）職員向け専門研修の実施 

収用手続に関する実務には、法律分野はもちろん経済や不動産など広

範にわたる専門知識を要することとなる。このため、土地、物件の評価

実務や法令解釈などの専門研修を適時に実施することにより、職員の専

門能力の向上を図る。 

 

○職員に必要な専門研修について悉皆実施する 

 

  （５）ＩＴの活用（「収用Ｗｅｂ」の再構築） 

    当事務局では、業務の効率化を図るため裁決事例集等のデータ化など

を中心とした業務サポートシステムとして「収用Ｗｅｂ」を活用してい

る。現行の「収用Ｗｅｂ」はこれまでも重要な役割を果たしてきたが、

平成２２年にはその重要性、必要性、利便性や危機管理の観点から再構

築を行ったところである。 

今後必要な部分は随時改良を行い、利用していない機能や重複してい

る機能を廃止して、シンプルかつ使いやすいシステムにすることで、「収

用Ｗｅｂ」を事務局職員の更なる専門的能力の向上の一助となるよう活

用するとともに、定期的な再検証を実施する。 

 

    ○職員が使いやすいＩＴの活用を図っていく 
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２ 国要望等による制度整備 

（１）事業認定・認可庁との連携 

    都市計画事業以外の事業の収用手続を行うために、起業者は事業認定

を受けなければならない。区市町のなかには、都市計画事業以外の事業

が大半を占めている起業者もあり、任意買収が不調の場合に、即座に収

用手続きに移行できない場合が、多々見受けられる。収用手続きを迅速

に進めるためには、事業認定も迅速に受ける必要がある。そこで、事業

認定庁と連携して、起業者に対して、合同で研修を開催する。 

    また、用地部署訪問や出前講座・出張相談について合同で開催すると

ともに、収用適格事業についても広く収用制度のＰＲを行っていく。こ

れにより、道路事業のみならずそれ以外の事業においてもさまざまな起

業者が収用制度を一連の流れのなかで理解し、収用制度を活用し易い体

制を構築していく。 

    さらに、起業者が事業認定の申請をした際には、起業者が、迅速に裁

決申請できるように、事業認定庁から連絡を受けるシステムなども検討

していく。 

    また、都市計画道路事業においては、長期事業施行路線について、認

可庁から情報を得て、対象事業の起業者に対し収用制度を活用する体制

作りを働きかけていく。 

 

    ○認定・認可庁と収用制度の活用に向けた意見交換を図る 

    ○起業者に働きかける具体的ルールを検討・実施する 

 

  （２）国要望の実施 

    平成１１年に裁決を行った二ツ塚処分場事件での、多数当事者の問題、

費用の問題などもあり、土地収用法の平成１３年改正においては、事業
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認定手続の透明性の向上などとともに、収用裁決手続等の合理化により、

収用裁決手続の合理化や補償金払渡し方法の合理化が図られた。 

    収用制度を迅速かつ適正に行うためには、起業者や権利者の意見を聞

きながら、新しい法律や制度にも対応できる収用制度の基盤づくりのた

めに、東京都の持つ知識や能力を活用し、国や事業認定庁等とも連携し

取り組んでいく必要がある。 

    そのため、局の中で課題を検討し、国や事業認定庁等と意見交換を行

うとともに、国要望などにより法整備などその実現を図っていく。 

 

    ○制度上の課題について整理する 

    ○起業者、国、認定・認可庁との情報共有、意見交換を行い、必要に

応じ具体的要望等を行う 

 

  （３）広域的な課題の検討 

    さまざまな広域的行政制度の検討が行われているところであるが、収

用制度においてもたとえば三環状道路など広域道路ネットワークを整備

していく上での課題等については、東京都だけに限ることではない。収

用委員会という組織は、法により都道府県のみに設置される機関であり、

全国規模での情報共有や首都圏レベルでの課題の検討等を行っていくこ

とが重要である。 

 

○ 全国収用委員会連絡協議会と連携し、情報共有等の体制を整える 

○ 一都三県の事務局で共有する課題検討等を行う 



 

【参考６】新収用制度活用プラン 実施計画 
三つの柱 （メニュー） ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 
制度の PR
活動 

１．起業者への PR 活動 
 ・区市町村の用地部署訪問 
 ・キャラバン隊の派遣 
２．権利者等への PR 活動 
 ・ホームページ活用による収用

制度に対する理解促進 
 ・ホームページの利便性の向上 

     

起業者・権

利者への支

援 

１．区市町等に対する支援の充実 
 ・出張相談・出前講座の実施 
 ・収用制度活用講座の実施 
 ・「申請の手引き」の改訂 
２．支援窓口の充実 
 ・相談支援センターの充実 

     

制度活用に

向けた基盤

づくり 

１．事務局機能の充実 
 ・事件処理期間の短縮 
 ・事務局職員の業務遂行ノウハ

ウの継承 
 ・職員による知識の共有化 
 ・職員向け専門研修の実施 
 ・IT の活用 
２．国要望等による制度整備 
 ・事業認定・認可庁との連携 
・国要望の実施 
・広域的な課題の検討 
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